
中央区防犯設備整備費助成金交付要綱 

 

１８中総危第３４号 

平成 19 年１月 17 日 

 （目的） 

第１条 この要綱は、中央区（以下「区」という。）の区域内（以下「区内」と

いう。）において地域団体等が行う防犯設備の設置事業に対し予算の範囲内で

助成金を交付することにより、安全で安心なまちづくりの実現に寄与するこ

とを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定め

るところによる。 

一 地域団体 区内で活動する町会、自治会、ＰＴＡ等の区民が構成し、又は

参加する団体（専ら営利活動、政治活動又は宗教活動を行うことを目的とし

て結成された団体を除く。）及び商店会 

 二 管理組合 区内に所在するマンションの管理を行う建物の区分所有等に

関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」という。）第３

条若しくは第６５条に規定する団体又は同法第４７条第１項（同法第６６

条において準用する場合を含む。）に規定する法人をいう。 

 三 地域団体等 地域団体及び管理組合をいう。 

 四 防犯設備 犯罪の防止に資するために固定して設置する防犯カメラ（モ

ニター、録画装置等の防犯カメラを構成する機器を含む。）、センサー付ラ

イト等の機器をいう。 

 （対象団体） 

第３条 防犯設備整備費助成金（以下「助成金」という）の交付対象団体は、

次に掲げる要件に適合し、かつ、助成金を申請しようとする年度内に第１０

条に規定する防犯設備の完了報告ができる見込みのある地域団体等とする。

ただし、管理組合が存在しないマンションにあっては、区分所有者の２分の

１以上の者で構成する団体で、区長が特に認めるものについては交付対象と

することができる。 

一 地域団体にあっては、次に掲げる要件を備えていること。 

ア 設置された防犯設備の管理・運営を適切に行い得ること。 

イ 防犯設備の設置について、当該防犯設備を設置する区域に居住する者、

区域内に存する事務所、事業所、学校等に十分な説明を行い、理解を得

ていること。 

ウ 中央区防犯アドバイザー派遣を受けていること。 

二 管理組合にあっては、次に掲げる要件を備えていること。 



ア 管理規約が整備されていること。 

イ 管理組合総会又は理事会において、防犯設備の設置について議決され

ていること。 

ウ 防犯設備設置に要する費用について予算措置がされていること。 

エ 当該マンションが建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他関

係法令に適合していること。 

オ 当該マンションが現に住宅として使用されていること。 

カ 中央区防犯アドバイザー派遣を受けていること。 

 （対象設備） 

第４条 助成金の交付対象設備は、中央区防犯アドバイザーが防犯上必要と認

める防犯設備であって、地域団体にあっては特定の区域において不特定多数

の者の用に供せられる目的で設置される防犯設備とし、管理組合にあっては

当該マンションの区分所有法第２条第４項に規定する共用部分に設置される

防犯設備とする。 

 （対象経費等） 

第５条 助成金の交付対象経費は、防犯設備の購入及び取付け又は既に設置済

みの防犯設備の取替えに要する経費等（賃借を含む。この場合においては、

設置初年度分の賃貸に係る経費で、かつ、設置初年度の３月末日までに支払

を終えた経費に限る。）とし、保守経費、修繕費、電気料等の維持管理経費は

対象外とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、防犯設備の整備に係る助成金で、区以外が助成

するものの交付を受けようとする場合は、前項の交付対象経費から当該助成

金の額を差し引いた額を交付対象経費とする。 

３ 中央区安全で安心なまちづくりのための防犯設備の整備に対する補助金交

付要綱（平成１６年６月３０日付け１６中総総第３４５号）及び中央区がん

ばろう！商店街活性化支援事業補助金交付要綱（平成１６年１月１３日付け

１５中区商第２４１号）に基づく補助金の交付を受けた防犯設備に係る経費

は、助成金の交付対象としない。 

４ この要綱による助成は、防犯カメラ、防犯灯その他の防犯設備の整備を助

成の対象とする区の補助事業と併用することはできない。 

 （防犯カメラの管理運用） 

第６条 助成金の交付決定を受けた地域団体等は、防犯カメラの設置及び管理

に当たっては、次に掲げる事項の全てを実施しなければならない。 

 一 明確かつ適切な方法で、防犯カメラを設置している旨を表示すること。 

 二 映像又は音声の記録（以下「記録」という。）について、個人情報として

プライバシー保護のため厳正な管理を行うこと。 

 三 記録の保管期間は、１週間程度とすること。 



 四 外部に記録を提供し、又は閲覧させるときは、法令等に基づくとき又は

捜査機関から犯罪捜査の目的で公文書による照会を受けたときに限ること。 

 五 記録に私有地の映像が含まれる場合は、あらかじめ当該私有地の所有者、

管理者、使用者又は占有者の承諾を受けること。 

 六 次に掲げる事項を規定した運営基準を書面で定め、常時開示できる状態

で保管すること。 

  ア 管理責任者の設置及び責務 

  イ 防犯カメラの設置場所 

  ウ 防犯カメラの設置の周知方法 

  エ 記録の保管期間、保管方法及び廃棄方法 

  オ 記録の閲覧が可能な者の指定及び閲覧方法 

  カ 記録の外部提供の方法 

 （助成金の額） 

第７条 助成金の額は、次の表の左欄の団体区分に応じて第５条に規定する対

象経費に同表の中欄の補助率を乗じて得た額（千円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。）とする。ただし、同表の右欄の補助限度額を

上限とする。 

団体区分 補助率 補助限度額 

町会、自治会 ２／３ ２００万円 

商店会 

ただし、町会、自治会と協力し

て実施する場合に限る。 

２／３ ６００万円 

管理組合等 １／２ ５０万円 

 （助成金の交付回数） 

第７条の２ 助成金の交付は、一団体につき１回とする。 

２ 前項の規定により既に助成金の交付を受けた地域団体等は、当該交付を受

けた日から７年が経過したときは、同項の規定にかかわらず、当該経過した

日が属する年度の翌年度から再度助成金の交付を受けることができる。 

 （交付申請） 

第８条 助成金の交付を受けようとする地域団体は別記第１号様式、管理組合

は別記第２号様式による助成金交付申請書に次に掲げる書類を添えて区長に

申請しなければならない。 

 一 防犯設備の設置場所を示す図面 

 二 防犯設備設置に係る見積書の写し 

三 中央区防犯アドバイザー派遣を受けたことを証する書類 

 四 第３条第２号アからウまでの要件を備えていることを証する書類（管理

組合に限る。） 



 五 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第９条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

助成金を交付することが適当と認めるときは別記第３号様式による交付決定

通知書により、適当と認められないときは別記第４号様式による不交付決定

通知書により申請者に通知する。 

２ 区長は、交付決定に当たっては、助成金交付の条件を付すことができる。 

 （完了報告） 

第１０条 交付決定を受けた地域団体等は、防犯設備の設置が完了したときは、

速やかに別記第５号様式による完了報告書に次に掲げる書類を添えて区長に

報告しなければならない。 

一 設置場所を示す図面 

 二 設置した防犯設備の写真 

 三 設置業者による代金請求書及び領収書の写し 

 四 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

 （助成金の額の確定） 

第１１条 区長は、前条の規定による報告の内容を審査し、適当と認めたとき

は助成金の額を確定し、別記第６号様式による助成金確定通知書により通知

するものとする。 

 （助成金の支払等） 

第１２条 区長は、前条の規定により助成金の額を確定したときは、速やかに

助成金を支払うものとする。ただし、助成金の交付決定後に事業の円滑な遂

行のため区長が特に必要があると認める経費については、概算払をすること

ができる。 

２ 地域団体等は、前項本文の規定により助成金の交付を受けようとするとき

は別記第７号様式、同項ただし書の規定により助成金の交付を受けようとす

るときは別記第８号様式による助成金請求書により区長に助成金の支払を請

求するものとする。 

３ 地域団体等は、第１項ただし書の規定により助成金の概算払を受けたとき

は、前条の規定による確定通知書を受領した後、別記第９号様式による助成

金精算書を区長に提出し、助成金を精算しなければならない。 

 （交付決定の取消し等） 

第１３条 区長は、助成金の交付決定を受けた団体が次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、助成金の交付決定の一部又は全部を取り消し、既に

交付した助成金の全部又は一部について期間を定めて返還を命じることがで

きる。 

 一 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 



 二 助成金を他の用途に使用したとき。 

 三 助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したと

き。 

 （報告及び調査） 

第１４条 区長は、必要があると認めるときは、助成金の交付を受けようとす

る地域団体等に対し、必要な事項について報告を求め、又は調査することが

できる。 

 （違約加算金及び延滞金の納付） 

第１５条 第１３条の規定により助成金の返還を命ぜられた団体は、その命令

に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間においては、既納付額を控除し

た額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１０

０円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

２ 第１３条の規定により助成金の返還を命ぜられた団体は、これを納期限ま

でに納付しなかったときは、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じそ

の未納付金額につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１

００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 （委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱に施行に関し必要な事項は、

総務部防災危機管理室長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１９年１月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月２日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の中央区防犯設備整備費助 

成金交付要綱の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修



正を加え、当分の間、なお、使用することができる。 


